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１．定義（※1）

生殖年齢の男女が妊娠を希望し、妊娠は成立するが流産や死産を繰り返して生児が得られない状態
・反復流産：連続して２回以上の自然流産を繰り返した状態
・習慣流産：連続して３回以上の自然流産を繰り返した状態

２．頻度（※2）

・２回以上連続した流産の既往4.2％
・３回以上連続した流産の既往0.8％
日本では２回以上連続した流産の既往
をもつ方が年間約3.1万人発生している
と推定される。

３．原因と治療法（※2）

・原因不明 （65.3%）→ 経過観察
・抗リン脂質抗体症候群 （10.2%）→ 低用量ｱｽﾋﾟﾘﾝとﾍﾊﾟﾘﾝ併用（※3）

・子宮形態異常 （ 7.8%）→ 手術療法又は経過観察
・Protein S欠乏 （ 7.4%）→ ｱｽﾋﾟﾘﾝ
・第XII因子欠乏 （ 7.2%）→ ｱｽﾋﾟﾘﾝ
・甲状腺異常 （ 6.8%）→ 薬物治療
・染色体異常 （ 4.6%）→ 経過観察

（※１）産科婦人科用語集・用語解説集 改訂第４版
（※２）日本医療研究開発機構委託事業 成育疾患克服等総合研究事業

「不育症の原因解明、予防治療に関する研究」（平成28～30年度/研究代表者：齋藤滋 富山大学）
（※３）「抗リン脂質抗体症候群合併妊娠の診療ガイドライン」

日本医療研究開発機構成育疾患克服等総合研究事業「抗リン脂質抗体症候群合併妊娠の治療及び予後に関する研究」
（平成２５～２７年度 研究代表者：村島温子 国立成育医療センター）において作成

病気がみえる vol.9 婦人科・乳腺外科 第4版、MEDIC MEDIA

不育症
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凝固異常を有する
方の生児獲得率は

80.3%

偶発的流産・リスク因
子不明の多くは

胎児染色体異常が原因

不育症の原因について
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＜超音波検査＞

Ｄ２１５ 超音波検査 ２ 断層撮影法

ロ その他の場合 (１)胸腹部 530点

＜染色体検査（染色体異常の検査）＞
Ｄ００６－５ 染色体検査（※注：母体） 2,631点

＜ホルモンに関する検査（甲状腺機能亢進症）＞
Ｄ００８ 内分泌学的検査

６ プロラクチン（ＰＲＬ） 98点
８ トリヨードサイロニン（Ｔ３） 102点
９ 甲状腺刺激ホルモン（ＴＳＨ） 104点
14 遊離サイロキシン（ＦＴ４）、遊離トリヨード

サイロキシンＦＴ３ 127点

＜自己抗体に関する検査（抗リン脂質抗体症候群）＞
Ｄ０１４ 自己抗体検査

25  抗カルジオリピンβ２グリコプロテインⅠ
複合体抗体 223点

27 抗カルジオリピン抗体 232点
34 ループスアンチコアグラント定量 281点

＜ホルモン異常に対する治療（甲状腺機能亢進症）＞
Ｍ０００－２ 放射性同位元素内用療法管理料 1,390点

注 甲状腺疾患（甲状腺癌及び甲状腺機能亢進

症）を有する患者に対して、放射性同位元素内
用療法を行い、かつ、計画的な治療管理を行っ
た場合に、月１回に限り算定する。

＜子宮形態異常に対する治療＞
K８７２ 子宮筋腫摘出（核出）術

１ 腹式 24,510点
２ 膣式 14,290点

K８６３－２ 子宮鏡下子宮中隔切除術、子宮内腔癒着
切除術（癒着剥離術を含む） 18,590点

○ 不育症の原因となる疾患に対する検査・治療の診療報酬上の取り扱いについて例示する。

【検査】 【治療】

＜ヘパリン製剤の自己注射（ （抗リン脂質抗体症候群）＞
Ｃ１０１ 在宅自己注射指導管理料

２ 月28回以上の場合 750点
注 別に厚生労働大臣が定める注射薬の自己注射

を行っている入院中の患者以外の患者に対して
自己注射に関する指導管理を行った場合に算定
する。

※いずれも令和２年度の診療報酬点数。

不育症の検査・治療の診療報酬上の取扱について（例示）
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○ 対象者 ・・・ 不妊や不育症について悩む夫婦等

○ 事業内容

（１）夫婦の健康状況に的確に応じた不妊に関する相談指導

（２）不妊治療と仕事の両立に関する相談対応

（３）不妊治療に関する情報提供

（４）不妊相談を行う専門相談員の研修

○ 実施担当者 ・・・ 不妊治療に関する専門的知識を有する医師、その他社会福祉、心理に関して知識を有する者等

○ 実施場所 （実施主体：都道府県・指定都市・中核市）

全国８１か所（令和２年８月１日時点） ※自治体単独（3か所）含む

主に大学・大学病院・公立病院２４か所、保健所２８か所において実施。

「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年6月2日閣議決定）不妊専門相談センターを平成 31 年度（2019 年度）までに全都道府県・指定都市・中核市に配置

○ 予算額等

令和２年度予算 １０４百万円

（令和２年度基準額474,500円×実施月数）（補助率 国1/2、都道府県・指定都市・中核市1/2）

○ 相談実績

平成３０年度：１９，６９３件 （内訳：電話９，７９１件、面接８，３７１件、メール１，３４６件、その他１８５件）

（電話相談） 医師 １２％、助産師 ４１％、保健師 ２６％、その他（心理職など） ２１％

（面接相談） 医師 ３５％、助産師 ２８％、保健師 １７％、その他（心理職など） ２０％

（メール相談） 医師 ２９％、助産師 ４６％、保健師 ９％、その他（心理職など） １７％

（相談内容） ・費用や助成制度に関すること（９，４５８件） ・不妊症の検査・治療（４，９８２件） ・不妊の原因（ １，５４３件）

・不妊治療を実施している医療機関の情報（１，６８９件） ・家族に関すること（１，３２６件） ・不育症に関すること（８９０件）

・主治医や医療機関に対する不満（７２１件） ・世間の偏見や無理解による不満（３５９件） ・ 不妊治療と仕事の両立について（４２０件）

○ 事業の目的
不妊や不育症の課題に対応するための適切な体制を構築することにより、生涯を通じた女性の健康の保持増進を図ることを
目的とする。

不妊専門相談センター事業

平成24年度より不妊専門相談センター内
に「不育症相談窓口」を設置。

全国76箇所（令和２年８月1日時点）

5



79.6 
33.6 

5.3 
8.0 

4.9 
8.4 

4.9 
4.4 

21.2 
10.6 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

パートナー
パートナー以外の家族や、親しい友人・知人など

通っていた産科医療機関の医師
通っていた産科医療機関の看護師・助産師

通っていた産科医療機関のカウンセラーや臨床心理士など
精神科や心療内科など精神・心理のケアを専門とする医療機関
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調査目的 流産、死産等を経験した女性等に対する心理社会的支援のニーズ及び支援体制等について実態を把握し、支援体制の整備・強化を進める上で有益な基礎資料とする。

調査手法 過去５年間で流産や死産を経験した20～50歳までの女性618名に対し、インターネットによる調査を行う。調査時期は令和２年11月18日、19日。

○ 支援を必要と感じたと答えた女性(n=531）のうち、うつや不安障害が疑われる人は75.7％ （K6スコア10点以上）。

○ 流産や死産がわかった直後に感じたつらさを誰かに話したり相談したのは61.6％、地域の専門相談窓口や保健センター等に相談したのは5.2％。

○ 流産や死産についての知識を持った専門職や流産・死産の経験者等が相談にのってくれる場があれば、35％の方が相談を希望すると回答した 。

○ 流産・死産の経験やつらさに関する各々の項目について、約３分１の方が話を聞いてほしかったと回答し、うち約20％の方が流産や死産を経験した人に聞いてほしいと回答した。

流産、死産等を経験した女性の求めるサービスについて
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最もつらく支援を必要とした時期のうつ・不安障害
を疑うスクリーニング（K6日本語版）n=531

令和２年子ども・子育て支援推進調査研究事業（国庫補助事業）「流産や死産を経験した女性に対する心理社会的支援に関する調査研究」 株式会社キャンサースキャン

流産・死産の経験やつらさについて、地域の専門相談窓口
や保健センター保健師等へ相談したことがあるか n=618

流産や死産についての知識を持った専門職や流産・死産
の経験者等が相談にのってくれる場があったら、相談
したいか n=618 

流産・死産がわかった直後に感じたつらさについて、
誰かに話したり相談したか n=604
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精神科や心療内科など精神・心理のケアを専門とする医療機関

保健センターなどの、身近な保健関係者（保健師など）
都道府県や市町村の相談窓口のケースワーカーやカウンセラー

流産や死産を経験した人
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「今後の妊娠・出産について」誰にもっと話を聞いてほしかったか(n=182)

「亡くなった子どもへの思い」について誰にもっと話を聞いてほしかったか(n=226)

「自分を責めてしまうこと」について誰にもっと話を聞いてほしかったか(n=219)

※前項の質問、最もつらく支援を必要と感じたかについて、「わからない・
答えたくない・辛く、支援を必要と感じた時期はない」と回答した人を除く

※前項の質問、流産・死産が分かった直後にどのような辛さを
感じていたか、について「特にない」と回答した人を除く

の

=75.7％
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不育症相談窓口について
国民への周知

子ども家庭局母子保健課より各都道府県・市
区町村及び日本医師会へ事務連絡を発出し、
宣伝素材の周知及び活用を促した。

（令和２年３月25日）
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不育症に関連する研究・提言・マニュアル等

期
間

H20～H22 H21～H23 H23～H25 H25～H27 H28～H30
H31(R1)～R3
現在研究中

種
類

厚生労働科学研究費補助金 日本医療研究開発機構研究

研
究
課
題

不育症治療に関
する再評価と新た
なる治療法の開
発に関する研究

地域における周産期
医療システムの充実
と医療資源の適正配

置に関する研究

不育症における抗リ
ン脂質抗体標準化

に関する研究

抗リン脂質抗体症候
群合併妊娠の治療及
び予後に関する研究

不育症の原因解明、
予防治療に関する

研究

不育症、産科異常
に関わるネオ・セル
フ抗体の研究開発

研
究
代
表
者

齋藤 滋
（富山大学）

海野 信也
（北里大学）

研究分担者

齋藤 滋（富山大学）

北折 珠央

（名古屋市立大学）

村島 温子

（国立成育医療

研究センター）

齋藤 滋
（富山大学）

山田 秀人

(神戸大学)

成
果

○不育症の実態、
病因、治療成績を
報告。

○ホームページ、
ポスターを作成し、
不育症の情報を
発信。

○「産婦人科診療
所における不育症
管理に関する提
言」

○分担研究課題
において、不育症の
疫学、検査、治療法、
窓口での精神的サ
ポートなどの対応マ
ニュアルを作成。

○反復・習慣流産
（いわゆる「不育症」）
の相談対応マニュア
ル

○11種類の測定可
能な抗リン脂質抗体
検査法について、有
用性を検証。

○不育症のリスク評
価や、診断方法を検
討。

○「抗リン脂質抗体症
候群合併妊娠の診療
ガイドライン」

○不育症のリスク
因子の頻度を明確
化。

○不育症のうち、未
だ原因不明とされて
いる病態を一部解
明。

○「不育症管理に
関する提言2019」

○ネオ・セルフ抗体
と不育症や産科異
常の因果関係を解
明。

○ネオ・セルフ抗体
陽性の不育症女性
について、治療効
果を検証。
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